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参議院事務局障害者活躍推進計画 

 

令和５年３月３１日制定 

令和５年１０月６日改訂 

参 議 院 事 務 局 

 

機関名 参議院事務局 

任命権者 参議院事務総長 

計画期間 令和５年４月１日～令和１０年３月３１日 

参議院事務局における障

害者雇用に関する課題 

参議院事務局では、平成30年に過去に行った障害者任免状況通報

の内容について再点検を行ったところ、障害者の範囲に誤りがあ

り、法定雇用率を満たしていないことが判明した。このため、令和

元年を計画期間とする障害者採用計画を作成するとともに、積極的

な採用活動を行った結果、令和元年６月１日時点では法定雇用率を

達成し、以降、法定雇用率を上回る雇用を継続している。 

引き続き、法定雇用率以上の実雇用率を維持するための取組を推

進するとともに、参議院事務局で働く障害者である職員一人ひとり

がその障害特性や個性に応じて能力を有効に発揮できるよう、職務

環境の整備や定着に向けた支援体制を構築し、円滑な職場適応を図

ることが必要である。 

また、本計画期間中に法定雇用率の引上げが予定されていることか

ら、引上げ後も法定雇用率を上回る雇用を継続するとともに、障害者の

活躍の推進に関する取組をより一層進め、障害者雇用の質の向上を図

ることが重要である。 

目標 

① 採用に関する目標 （各年度）当該年６月１日時点の法定雇用率以上 

 

（評価方法）毎年の任免状況通報により把握。 

② 定着に関する目標 不本意な離職者を極力生じさせない。 

 

（評価方法）毎年度末、当該年度採用者の定着状況を把握。 

③ 満足度に関する目標 前年度と同等以上の水準を維持する。 

※計画初年度は目標を設定せず、実態に関するデータを収集する。 

 

（評価方法）毎年の任免状況通報のタイミングでアンケート調査を

実施し把握。 
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取組内容 

１．障害者の活躍を推進する体制整備 

 (１) 組織面 ○ 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）第

78条の障害者雇用推進者は、庶務部長をもって充てる。 

○ 事務次長を座長とする障害者雇用推進会議の下に設置した、本

計画の実施に関係する課室の担当者、障害者職業生活相談員、障

害者である職員で構成される実務者チームにおいて、障害者活

躍推進計画の実施状況の確認、課題の整理等を行い、障害者雇用

推進会議に報告する。 

(２) 人材面 ○ 人事課職員に障害者職業生活相談員資格認定講習を受講させる

とともに、障害者である職員が配属されている部課室の職員に

対して、厚生労働省等が実施する「国の機関の職員に対する障害

者の職場適応支援者養成セミナー」等各種研修・講座を周知し、

受講を促す。 

○ 参議院事務局が実施する階層別研修に際して、障害に関する理

解促進・啓発のための講義を実施する。 

２．障害者の活躍の基本となる職務の選定・創出 

  ○ 職務整理表の作成・活用や各部課室からのヒアリング等を踏ま

え、職務の選定及び創出について検討を行う。 

○ 採用や配置換後においても、障害者一人ひとりの特性や職務遂

行状況、習熟状況等に応じ、本人に合った業務の割り振りや配置

に努める。 

３．障害者の活躍を推進するための環境整備・人事管理 

 

 

(１) 職場環境 ○ 施設整備においては障害者の要望を踏まえた環境整備を検討す

る。 

○ 本人の要望を踏まえ、障害特性に応じた就労支援機器の購入を

検討する。 

○ 障害を有する職員からの要望を踏まえ、障害者職業生活相談員と
相談の下、障害の特性に応じ、作業マニュアルのカスタマイズ化

やチェックリストの作成、作業手順の簡素化や見直し、業務内容

の精査を検討する。 

○ 平成30年以降に採用した障害者を対象として行っている障害者

職業生活相談員による定期面談を継続して実施することによ

り、必要な配慮等を把握し、必要な措置を講じる。また、他の障

害者である職員が希望する場合には、定期面談の対象とする。 
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(２) 募集・採用 ○ 特別支援学校の生徒等を対象とした職場実習を行う。 

○ 障害特性に配慮した選考方法や職務の選定を工夫し、障害の種

別・程度にかかわらない採用に努める。 

○ 採用後のミスマッチによる退職を防止するため、採用時におけ

る障害者の視点に立った情報提供に努める。 

○ 募集・採用に当たっては、以下の取扱いを行わない。 

  特定の障害を排除し、又は特定の障害に限定する。 

 自力で通勤できることといった条件を設定する。 

 介助者なしで業務遂行が可能といった条件を設定する。 

 「就労支援機関に所属・登録しており、雇用期間中支援が受け

られること」といった条件を設定する。 

 特定の就労支援機関からのみの受入れを実施する。 

(３) 働き方 ○ 通勤負担の軽減を図るため、フレックスタイム制や早出遅出制

度などの柔軟な時間管理制度の利用を促進する。 

○ 時間単位の年次休暇や病気休暇などの各種休暇の利用を促進す

る。 

(４) キャリア形成 ○ 障害者職業生活相談員による定期面談等においてキャリア形成

に関する本人の希望の把握に努めるとともに、実務研修、能力向

上研修等への参加やOJT等を通じスキルアップを支援する。 

(５) その他の 

人事管理 

○ 本人の希望を踏まえつつ、定期的に障害者職業生活相談員によ

る面談を行い、状況把握・体調管理を行う。 

○ 本人の要望を踏まえ、障害特性に応じた通勤への配慮等の措置

を講ずるように努める。 

○ 新たに採用する障害者である職員については、障害者職業生活

相談員による支援のほか、従来から実施している新採用者研修

への参加をはじめ可能な限り研修等の機会を設けるなど、離職

率が高いとされる採用直後に、新たな勤務環境や業務に慣れる

ための体制を整える。 

○ 障害者である職員の勤務について配属先である課室にのみ任せ

るのではなく、当該職員の障害特性や配慮事項の事前説明や配

属後の相談窓口の整理など、当該職員の定着に向けた支援・連絡

相談体制を整える。 

○ 中途障害者（在職中に疾病・事故等により障害者となった者をい

う。）について、円滑な職場復帰のために必要な職務選定・職場

環境の整備等や通院への配慮、働き方、キャリア形成等の取組を

行う。 



 

4 

○ 本人が希望する場合には、「精神障害者等の就労パスポート」の

活用等により、就労支援機関等と障害特性等についての情報を

共有し、適切な支援や配慮を講じる。 

４．その他 

  ○ 障害者雇用の推進と併せて、「国等による障害者就労施設等から

の物品等の調達の推進等に関する法律」に基づく調達等を通じ

て障害者の活躍の場の拡大を推進する観点から、以下の取組を

行う。 

 物品等の調達に当たっては、予算の適正な使用並びに競争性及

び透明性の確保に留意しつつ、障害者就労施設等と随意契約を

締結するなど、障害者就労施設等からの物品等の調達を積極的

に推進する。 

 随意契約（見積合わせ、企画競争）を行う際に、競争参加資格

を定めるに当たっては、民間事業者における障害者の活躍を推

進するため、法定雇用率以上の障害者を雇用していることや障

害者就労施設等から相当程度の物品を調達していることに配

慮する等障害者の就労を推進するために必要な措置を講ずる

ように努める。 

 障害者就労施設等が生産・加工・製作した物品の販売の場の提

供について検討を進める。 

 

 

 

 

 


